
区　分 一般職 専門職 割愛※ 合　計
採用者数 11人 0人 2人 13人

※割愛とは、一定の手続きによって他の自治体などに身分を移すことで、具体的には、
岐阜県教育委員会の教諭を山県市職員に任用する場合を示します。

⑴ 職員の採用状況	 （平成28年4月1日採用）

⑴ 人件費の状況	 （平成27年度決算統計）

⑵ 職員の退職状況	 （平成27年度）

⑶ 部門別職員数の状況と主な増減理由	 （各年4月1日現在）

⑷ 定員適正化計画の数値目標など
①第4次定員適正化計画目標

②過年度（実績）の概要

職員の任免および職員数に関する状況1

職員給与の状況3

区　分 定年退職 応募認定退職 普通退職 割愛県復帰 整理退職 死亡退職 合　計
退職者数 9人 0人 1人 2人 0人 0人 12人

部　門
職員数（人） 対前年 

増減数 主な増減理由
平成27年度 平成28年度

一
般
行
政
部
門

議　会 4 4  0
総　務 53 54  1 業務増
税　務 16 15  △ 1 事務の統廃合縮小
民　生 75 74  △ 1 欠員不補充
衛　生 16 16  0
農林水産 11 12  1 業務増
商　工 4 3  △ 1 事務の統廃合縮小
土　木 15 17  2 業務増
小　計 194 195  1

特
別
行
政
部
門

教　育 31 30  △ 1 欠員不補充
消　防 52 52  0
小　計 83 82  △ 1

公
営
企
業
等
会
計
部
門

水　道 12 12  0
その他 12 13  1 業務増
小　計 24 25  1

合　計 301 302  1
一部事務組合
への派遣職員 4 4  0 岐北衛生施設利用組

合派遣
総合計 305 306  1

※職員数は一般職に属する職員の数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派
遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。

計画期間
数値目標

始　期 終　期
平成28年度 平成32年度

△ 25人　（△ 8.2％）
306人 281人

区　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 累計数値
減　員 15人 18人 25人 12人 21人 12人 103人
増　員 6人 5人 2人 13人 14人 13人 53人
差　引 △9人 △13人 △23人 1人 △7人 1人 △50人
職員数 343人 330人 307人 308人 301人 302人

※各年4月1日の職員数（割愛を含み、一部事務組合への派遣職員を除く。）

住民基本
台帳人口

（年度末）
歳出額（A） 実質収支 人件費（B） 人件費率

（B／A）
前 年 度 
人件費率

28,110人 12,313,074千円 289,768千円 2,421,098千円 19.7% 19.3%
※人件費には、特別職に支給される給料・報酬等を含みます。

⑵ 職員給与費の状況	 （平成28年度普通会計予算）

職員数
（Ａ）

給与費 1人当たり
給与費 

（Ｂ／Ａ）給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

278人 1,051,696千円 139,255千円 401,731千円 1,592,682千円 5,729千円
※職員手当には、退職手当は含まれていません。
　職員数は、公営企業等会計部門（25人）、派遣（4人）を除いています。

⑶ ラスパイレス指数の状況（一般行政職）	 （平成27年度）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 岐阜県 県内市平均 全国市平均
101.3

（93.5）
102.2

（94.3） 94.4 94.8 98.7 97.3 98.7

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公共団体ご
との公務員の給与水準を示す指数です。

※（　　）内は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとし
た場合の値です。

⑷ 職員の平均給料月額および平均年齢の状況	（平成28年4月1日現在）

区　　分 平均給料月額 平均年齢
一般行政職 336,078円 45.8歳
技能労務職 232,882円 53.9歳

⑸ 一般行政職の初任給状況	 （平成28年４月１日現在）

区　　　分 決定初任給 採用2年経過
日給料額

一般行政職
大学卒 176,700円（176,700円） 188,600円

高校卒 144,600円（144,600円） 153,000円
※（　　）内は国家公務員の額を表しています。

山県市人事行政の運営等の状況について
　「山県市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の給与や勤務条件
など人事行政の運営状況を次のように公表します。

問総務課分室　℡22 – 6821

人事評価の評定者

職員の人事評価の状況2
　職員の勤務実績や職務遂行能力を正しく評定し、人材育成、人事
配置、給与処遇などに活用するため、人事評価を実施します。
・人事評価制度の特徴

○職員の勤務実績や能力を正しく評定し、勤務実績に基づく
公平な取扱いを行うことにより、職員の資質向上及び士気
高揚を図り、組織の活性化及び公務能率の増進を目指す。

○職員の長所をさらに伸ばし、不十分なところを適時に指導・
助言する環境を創出し、効果的に職員の資質向上を目指す。

○人事評価制度の中で位置づけられている面談等をとおし
て、市政方針及び行政課題に対する共通の認識を有し、全
庁体制での施策実施を目指す。

○人事評価制度（認定基準、評定結果の取扱い基準等）の公開
により、職員の意識改革を目指す。

区　　　分 評　　定　　者
第1次評定者 第2次評定者

被
評
定
者

課　　　長 副市長 市　長
管理監、主幹

課長補佐、係長 課　長 副市長

一般職（主査以下） 課　長 副市長
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区　分 内　　　　　　容

期末手当

勤勉手当

（支給割合）
区　　分 特定管理職員 特定管理職以外の職員
期　　別 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6月期 1.025月分  1.000月分  1.225月分  0.800月分
12月期 1.175月分  1.000月分  1.375月分  0.800月分

計 2.200月分  2.000月分  2.600月分  1.600月分
職制上の段階、職務の級等による加算措置　5～15％

退職手当 
（国制度と

同じ）

（支給率）
退職区分 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 20.44500月分  25.55625月分
勤続25年 29.14500月分  34.58250月分
勤続35年 41.32500月分  49.59000月分
最高限度額 49.59000月分  49.59000月分
その他の加算措置　定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

職務の級（役職）に応じた調整額（調整月額の60月分）
平成27年度1人当たり平均支給額　19,860千円

扶養手当 
（国制度と

同じ）

配偶者	 月額	 13,000円
配偶者以外の扶養親族1人につき	 月額	 6,500円
職員に配偶者のない場合は扶養親族のうち1人	 月額	 11,000円
年度内に満16歳〜22歳までの子の加算	 月額	 5,000円

支給対象職員数  135人 平均支給月額  20,700円
住居手当 

（国制度と
同じ）

借家・借間に係る手当
　月額12,000円を超える家賃を負担している職員に対して家賃額に応じて27,000円以内

支給対象職員数  24人 平均支給月額  25,400円

通勤手当 
（国制度と

同じ）

交通機関等利用者
　 運賃相当額に応じ　支給限度額　月額　55,000円
自動車等使用者
　片道2㎞以上の使用者に対して、距離に応じ　月額　2,000円〜24,500円

支給対象職員数  224人 平均支給月額  5,000円

管理職手当

（支給月額）
課長級等 主幹級等
41,600円 20,800円

支給対象職員数  56人 平均支給月額  27,900円

特殊勤務
手当

手当の種類 1種類（消防職員出動手当）

支給単価 出動1回につき500円
救急救命士として出動1回につき700円

職員全体に占める手当支給職員の割合　18.4%
支給対象職員数  51人 平均支給月額  4,059円

時間外
勤務手当

支給総額 平成27年度 57,901千円
平成26年度 54,961千円

職員1人当たり 
平均支給年額

平成27年度 271千円
平成26年度 257千円

※支給対象職員数と平均支給月額については、平成28年4月1日現在の給与実態調査
に基づく数値です。（普通会計）

⑻ 職員手当の状況	 （平成28年4月1日現在）

区　　分 件　　数
勤務条件に関する措置要求 0件
不利益処分に関する不服申し立て 0件

	 （平成27年度）

公平委員会に係る業務の状況11 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況4

⑹ 経験年数・学歴別平均給料月額	 （平成28年4月1日現在）

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
一般

行政職
大学卒 244,553円 274,000円 333,175円
高校卒 該当者なし 該当者なし 302,300円

⑺ 一般行政職の級別職員数と構成比	 （平成28年4月1日現在）
区分 標準的な職務内容 職員数（人） 構成比（%） 1年前の構成比（%）
1級 主　事　等 17  9.7  7.0
2級 主　任　等 16  9.1  11.6
3級 主　査　等 38  21.7  19.8
4級 係　長　等 32  18.3  18.6
5級 課長補佐等 19  10.9  8.7
6級 課長・主幹等 49  28.0  33.1
7級 課　長　等 4  2.3  1.2
計 175  100.0 100.0

※山県市の給与条例に基づく給料表の級区分による、平成28年4月1日現在の給与実
態調査に基づく一般行政職の職員数です。（普通会計）

⑼ 特別職の報酬などの状況	 （平成28年4月1日現在）

区　　分 月　　額 期末手当支給割合

給
料

市　　　長 738,000円   6月期	 1.975月分

12月期	 2.125月分

　 計	 4.100月分

副　市　長 642,000円
教　育　長 550,000円

報
酬

議　　　長 353,000円
副　議　長 315,000円

その他の議員 295,000円

⑴ 勤務時間の状況	 （平成28年4月1日現在）

正規の勤務時間 1週間当たり38時間45分、1日につき7時間45分
開始・終了時刻 開始　8:30　／　終了　17:15
休　憩　時　間 12:00 〜 13:00

⑵ 年次有給休暇の状況	 （平成27年度）

制度の概要 平均取得日数 消化率
1年度につき20日付与
翌年度に限り20日を限度として繰越可 9.3日 24.1%

⑶ 時間外勤務の状況	 （平成27年度）

対象職員数 平均時間外勤務時間数
229人 84.7時間

	 （平成27年度）
職員の分限および懲戒処分の状況6

区　　分 処分者数 処分内容および事由
分限処分 1人 休職（心身の故障による）
懲戒処分 0人

職員の休業に関する状況5
休業の種類 休業の内容及び取得状況

育児休業
3歳に満たない自分の子を養育するため、その子が3
歳に達するまで育児休業をすることができる。平成
27年度育児休業取得者数 5人（男性0人  女性5人）

	 （平成27年度）

職員の服務の状況7
区　　分 許可件数

営利企業等の従事 0件
職務専念義務の免除※ 2件

※市行政の運営上、役員その他の地位に就くことが特に必要と認められる団体の役員
に就き、その事務を行う場合を除く。

主な職員研修の実施状況	 （平成27年度）

職員の研修の状況9

研修区分 受講者数 研修内容等

階層別研修  74人 課長級職員研修、課長補佐級職員研
修等

課題別研修  129人 行政実務講座、人事評価者講座、公
文書作成講座

派 遣 研 修  13人 市町村職員実務研修、自治大学校

市単独研修  560人 情報セキュリティ研修、広報勉強会
等

⑶ 公務災害の発生状況	 （平成27年度）

職員の福祉および利益の保護の状況10
⑴ 職員の健康診断の実施状況
　全職員を対象に年代別健康診断を実施し、健康管理に努めました。
⑵ 共済制度
　岐阜県市町村職員共済組合に加入し、職員の生活の安定と福
祉の向上を図っています。
　また、会員（職員）の掛金で運営する山県市職員互助会を組織
し、福利厚生事業の充実を図っています。（職員互助会への公
費負担はありません。）

区　　分 件　　数
公 務 上 の 災 害 2件
通勤による災害 0件

職員の退職管理の状況8
　本市では職員の退職管理を適正に確保するため、「山県市職員
の退職管理に関する条例」及び「山県市職員の退職管理に関する
規則」を定め、離職した日の５年前の日より前に職務の級が６級（主
幹除く）以上の職務に就いていた職員に対し、離職後２年間、現
職職員への働きかけを規制するほか、再就職情報の届出を義務
づけるなどの措置を講じております。
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